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会議録要旨 

会 議 名 山陽小野田市空家等対策協議会（第３回） 

開 催 日 時 平成３０年３月１６日(金) １８時～１９時３０分 

開 催 場 所 山陽小野田市役所 大会議室 

出 席 者 

藤田剛二市長、金田和博氏、岡田卓司氏、 

瀬口潤二氏、磯谷美津子氏、石部智子氏、村上景二氏、 

山本賀一氏、西原敏郎氏 

以上９名 

欠 席 者 増山和男氏 １名 

事務担当課 
市民生活部生活安全課 

 城戸部長、吉村課長、亀﨑課長補佐、光井主査、磯野 

会 議 次 第 １ 市長あいさつ 

２ 報告 

 (1) 空き家の実態調査について（最終報告）  

３ 議題 

(1) 山陽小野田市空家等対策計画（案）について（第５章から

第９章他） 

４ その他 

会 議 結 果 １ 市長あいさつ 

２ 報告 

（１）空き家の実態調査について（最終報告） 

 ○事務局より説明 

＜事務局＞ 

 ２９年８月に株式会社ゼンリンに委託し、市内にある空き家

の実態を把握することを目的に空き家の実態調査を実施した。

空き家の現地調査は、空家等調査票を基準に調査を行い、空き

家の状態により、Ａ～Ｅランクに分けた。ランクＡ・Ｂは、空

き家の状態に問題はないが、ランクＤ・Ｅは、建物に危険な損

傷があり、倒壊の危険性もある。ランクＣは、管理によって、

ランクＤ・Ｅへ移行する可能性がある。空き家は、市内全域に

分布しており、市街地に集中している。空き家の総件数は、１，

２６９件であったが、外見から判定出来なかったものが４１件

あった。ランクＡ・Ｂは３８２件（３０．１％）、ランクＤ・
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Ｅは１００件（７．９％）、ランクＣは７８７件（６２．０％）

であった。ランクＤ・Ｅは１００件あり、特定空家等になりう

るため、真っ先に対応する必要がある。この空き家の実態調査

は、空家等対策計画の基礎資料や今後の空き家対策に活用して

いく。また、調査データは、今後も引き続き空き家のデータ管

理に使用する。 

○質疑は以下のとおり 

＜委員＞  

実態調査の結果を受けて、これから管理不適切空家等を判断

するのか。 

＜事務局＞ 

実態調査の結果等を元に、これから判断していく。 

＜事務局＞ 

ランクＤ・Ｅは早く対応した方がよい。メリハリをつけて、

早く対応してほしい。 

＜事務局＞ 

 ランクＤ・Ｅから対応する。 

 

３ 議題 

(1) 山陽小野田市空家等対策計画（案）について（第５章から

第９章他）、事務局からの説明と質疑応答は以下のとおり。 

○空き家バンクの整備について 

＜事務局＞ 

空家等対策計画第５章「空家等及び除却した空家等に係る跡

地の活用の促進に関する事項」において、所有者等と活用希望

者との接点を多くすることが必要であり、重要であると考える

ため、新たに「空き家バンク」を整備して対応する旨を記載し

たい。 

＜委員＞ 

意見なし。 

○財産管理人制度の活用について 

＜事務局＞ 

「不在者財産管理人」、「相続財産管理人」の制度を活用した

方が良いという意見があった。所有者の所在不明や相続人不在
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の事案において、いきなり「略式代執行」を検討するのではな

く、まずは「財産管理人制度」の検討を行う必要があると考え、

空家等対策計画の第６章８節に、新たに「特定空家等に係る財

産管理人制度の活用」という節を設けたい。 

＜委員＞ 

意見なし。 

＜委員＞ 

 増加する空き家や所有者不明土地などの問題に対応するた

め、県内の弁護士・土地家屋調査士・社会福祉士等で一般社団

法人「管理権不明不動産対策公共センター」を設立した。民で

出来ることの範囲を広げ、相続財産管理人などを活用した解決

手続きの普及を図っていく。 

＜委員＞ 

 民と官がどういった形で連携するのか。利活用できる空き家

は民が行い、誰もやらない略式代執行等のすみ分けをどうする

のか。今後、略式代執行等の基準を協議会で示す中で、新たな

選択肢になるのではないか。 

○目標指標の設定について 

＜事務局＞ 

空家等対策計画第９章第１節の空家等対策の効果の指標の設

定について、住宅・土地統計調査の結果ではなく、空家等実態

調査の調査結果を基にした目標指標としたい。指標１の管理不

適切空き家率を７．４９％に変更する。算出方法は、空家等実

態調査による空き家総数におけるランクＤ・Ｅの空き家の割合

とする。また、指標２の活用容易空き家率を３０．６０％以上

とする。算出方法は、空き家総数におけるランクＡ・Ｂの割合

とする。 

＜委員＞ 

目標数値の設定の理由を教えてほしい。 

＜事務局＞ 

算出の根拠は、住宅土地統計調査による全国の空き家数の推

移が、平成２０年調査時の空き家数７５７万戸から平成２５年

調査時の空き家数８２０万戸であり、増加率は１．０８％であ

る。これを元に平成３０年から平成３４年までの本市の空き家
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の増加率を、１．０８％とすると、平成３０年から平成３４年

までの５年間で空き家総数が１０７件増加することになる。指

標 1 のＤ・Ｅランクの空き家の増加率を１．０８％より小さく、

指標２のＡランク、Ｂランクの空き家の増加率を１．０８％よ

り大きくなるように目標として定めて、Ａ・Ｂランクの空き家

の増加率を１．１０％、Ｄ・Ｅランクの空き家の増加率を１．

０３％とすると、平成３０年から平成３４年までの５年間で

Ａ・Ｂランクの空き家は４２１件、Ｄ・Ｅランクは、１０３件

となることから、指標１・２の目標値を設定した。 

○特定空家等判断基準表を使った判定方法について 

＜事務局＞ 

空家等の物的状態の判断に際して参考となる基準が、国のガ

イドラインに示されており、特定空家等判断基準表を使って特

定空家等の判定をする。 

 ＜委員＞ 

 意見なし。 

○その他意見調査票について 

 ＜委員＞ 

 意見なし。 

 

４ その他 

○今後のスケジュールについて事務局より説明。 

ランクＤ・Ｅの空き家について、現地調査を進める。それに

先立ち、小・中学校の通学路の確認を行う。次回協議会を６月

に開催し、必要であればその後協議会を開催し、３０年１０月

に空家等対策計画を策定する予定である。 

 ＜委員＞ 

  所有者不明の土地の利用について、法案が可決すれば、空き

家問題について対応しやすくなるのか。 

 ＜委員＞ 

２つの視点がある。現状の空き家にどう対応するのか。特定

空家等になると危険な為、生命・身体等の公共の安全に対する

対策から出てきた。また、利用権の設定等、特定空家等になら

ないよう予防の視点もある。ランクＤ・Ｅについては必要であ
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ればつぶす等早く対応したほうがよい。なるべく所有者等が空

き家を管理するようなしかけを法律でつくろうとしているの

だと思う。 

○意見集約について 

以下３点について、５月１１日（金）までに事務局へ意見を

いただきたい。 

・空家等対策計画で示した市の対策について、「空家等対策の

フロー図」を作成した。空き家対策には、まずは普及・啓発

が重要であると考える。空家等対策の対応方法を確認してい

ただき、取りくみ事業の追加や対応方法の変更など、修正箇

所等があれば示していただきたい。 

・空家等対策を進める上で、有効と考える補助事業について

優先順位を付して意見をいただきたい。 

・空き家バンクを構築したいと考えている。空き家バンクの

方法等について意見をいただきたい。 

○次回開催日について 

６月８日（金）１８時～とする。 

５ 閉会 

 


